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こどもの数は過去最少の1401万人 
1982年から43年連続減少～総務省 

 

総務省統計局が、５月５日の「こどもの日」にちなんで推計した2024年４月１日現在におけるこどもの

数（15歳未満人口）は、前年に比べ33万人少ない1401万人で、1982年から43年連続の減少となり、過去

最少となったことが分かった。男女別では、男子が718万人、女子が683万人となっており、男子が女子

より35万人多く、女子100人に対する男子の数（人口性比）は105.0となっている。 

こどもの数を年齢３歳階級別にみると、12～14歳が317万人（総人口に占める割合2.6％）、９～11歳が

305万人（同2.5％）、６～８歳が288万人（同2.3％）、３～５歳が257万人（同2.1％）、０～２歳が235

万人（同1.9％）。これを中学生の年代（12～14歳）、小学生の年代（６～11歳）、未就学の乳幼児（０

～５歳）の三つの区分でみると、それぞれ317万人（同割合2.6％）、593万人（同4.8％）、491万人（同

4.0％）となっている。 

都道府県別の2023年10月１日現在におけるこどもの数をみると、前年に比べ47都道府県でいずれも減少

となっている。また、こどもの数が100万人を超えるのは、「東京都」、「神奈川県」の２都県のみとな

っている。 

こどもの割合をみると、「沖縄県」が16.1％と最も高く、次いで「滋賀県」が13.0％、「佐賀県」が12.9％

で続く。一方、「秋田県」が9.1％と最も低く、次いで「青森県」が10.0％、「北海道」が10.1％などと

なっている。 

 

 

 

税務署の内部事務のセンター化 
内部事務を専担部署で集約処理 

 

国税庁では、税務署における内部事務の効率化・高度化を図るとともに、納税者利便の向上や外部事務

（調査・徴収事務）の充実・高度化を目指し、2021年７月から、一部の税務署を対象に、複数の税務署

の内部事務を専担部署（業務センター）で集約処理する「内部事務のセンター化」を実施している、と

して周知を図っている。内部事務とは、例えば、申告書の入力処理、申告内容についての照会文書の発

送などの事務をいう。 

各国税局での「内部事務のセンター化」の実施に当たっては、(1)業務センターへの申告書、申請書及び

添付書類等の提出、(2)業務センターから納税者・税理士への問合せ、(3)その他の案内、で協力を呼び

かけている。まず、内部事務のセンター化の対象となる税務署に、申告書、申請書及び添付書類等を提

出する場合、ｅ－Ｔａｘ（データ）により提出する場合は所轄税務署へ送信、書面により提出する場合

は業務センターへ郵送となる。 

次に、業務センターでは、納税者や税理士に対し、内部事務を処理するため、電話や文書により問合せ

をすることがあるとしている。 

また、その他の案内としては、国税に関する相談（納付に関する相談を含む）、税務署の窓口で対応し

ている納税証明書の交付、閲覧申請、情報公開、現金による国税の納付のほか、申告書・申請書等の用

紙の送付依頼は、業務センターでは対応していないことに注意を促している。 


